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抄　　録

【目的】�コロナ禍における活動自粛により運動機能の低下をきたした地域在住自立高齢者の心身機能

の経時的な変化を明らかにするため、これまで実施した身体機能測定会の調査結果を分析し

た。

【方法】�2019年度は対面開催、2020年度および2021年度は紙面での調査を行い、2019年度時点でロコ

モ度０であった26名分を対象とした。調査項目は、ロコモ25、基本チェックリスト、外出頻度、

運動頻度、コロナフレイル、コロナストレス、SF-8TMとした。また、2021年度時点でロコモ

度１以上の対象者を低下群、ロコモ度０の対象者を維持群とした。全体および低下群・維持

群における３年間の変化について検討した。

【結果】�コロナ禍においても、全体として外出頻度や運動頻度は変わらず、栄養、口腔機能、認知機能、

抑うつ気分も維持していた。一方で、運動機能低下や閉じこもりの傾向が強く、2021年度は

日常生活関連動作への影響が示唆された。低下群は全体と同様の傾向を示したが、維持群で

は全ての項目で有意な差は認められなかった。

【結論】�コロナ禍による活動自粛は、運動機能の低下や閉じこもりの傾向を助長し、日常生活関連動

作に影響している可能性が示唆された。
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Ⅰ．はじめに

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、世

界規模の非常事態を引き起こし、日常生活を激変さ

せた。2022年現在も終息の気配はなく、日常生活は

完全に元に戻ったとは言い難い。この２年間の新型

コロナウイルス感染症に対する感染予防対策によ

り、新たな生活様式が促され、地域活動や社会活動

の在り方も変化した。

　コロナ禍で特に懸念されているのが、高齢者の自

粛生活長期化による顕著な生活不活発を基盤とする

フレイル化およびフレイル状態の悪化である１）。活

動自粛や地域活動の制限により運動が継続できず、

身体活動量が減少している高齢者が非常に多いこと

が報告され、今後、要介護高齢者が増加する可能性

が危惧されている２）。

　実際に、緊急事態宣言前（＝ COVID-19流行前

2019年10月～ 2020年２月）と解除後（2020年７月

～９月）に、全国フレイルチェック実施自治体から

65歳以上の高齢者450名を対象として、骨格筋量（体

幹筋量および四肢筋量）の計測を行った結果、特に

女性（130名、平均年齢80.9±6.3歳）において、緊

急事態宣言前に比べ解除後に体幹筋量が有意に減少

しており、社会参加においても有意な減少が認めら

れたと報告されている３）。これは、感染者数が最も

多い東京都内に限らず、複数の自治体においても報

告されており、コロナ禍での自粛生活長期化による

生活不活発および社会性の低下（地域交流の低下）

を基盤として、サルコペニアを中心としたフレイル

化が進行している現象が多面的に認められたことが

明らかとなった４）。

　我々は、2018年より年に一度の頻度で地域在住自

立高齢者を対象に身体機能測定会を開催してきた。

しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、

2020年からは対面開催を中止せざるを得ず、アン

ケートにて心身機能の調査を継続している。コロナ

禍での自粛生活において、我々が対象としている地

域在住自立高齢者は、これまでの報告と同様に全体

的に見れば心身機能が低下している可能性がある。

一方で、実際に身体機能測定会の参加者へ話を聞く

と、明らかな運動体機能の低下の兆候が見られる高

齢者と運動機能を維持できている高齢者とが散見さ

れ、それぞれの特徴は様々であると推測する。もし、

コロナ禍の影響により運動機能の低下をきたす高齢

者とそうでない高齢者の心身機能について、経時的

な変化を明らかにすることができれば、地域在住高

齢者に対する介護予防指導において、健康寿命の延

長に向けた明確な指導が可能になると考える。

　そこで我々は、コロナ禍における活動自粛により

運動機能の低下をきたした地域在住自立高齢者の心

身機能の経時的な変化を明らかにするため、これま

で継続して実施した身体機能測定会から得られた調

査結果を分析した。

Ⅱ．対象と方法

１．対象

　よこすか海辺ニュータウン地区社会福祉協議会を

通じ、横須賀市平成町に在住している日常生活が自

立した健常高齢者に対して、チラシもしくは口頭に

て身体機能測定会の参加を呼びかけた。2018年度か

ら実施している身体機能測定会の参加者は62名で

あった。対象者の選定基準は、参加初年度時点で日

常生活が自立した65歳以上90歳未満の健常高齢者で

独歩可能であることとした。運動機能評価およびア

ンケートの回答に影響するような整形外科および神

経学的疾患の既往、呼吸・循環器系疾患の既往につ

いて聴取し、極度の変形を呈するもの、高次脳機能

障害および認知症、運動麻痺を呈するもの、めまい

などの兆候を有するものは解析対象から除外した。

2019年度から2021年度継続して参加している参加者

は36名で、そのうち2019年時点でロコモ度０であっ

た29名を解析対象とした。解析対象のうち、データ

の欠損があった３名は除外し、26名分のデータを用

いて分析した（図１）。

２．方法

　本研究は、【１】2019年度時点でロコモ度０であっ

た高齢者について2019年度、2020年度、2021年度の

運動機能、日常生活、認知機能、精神面の変化を比

較する、【２】2019年度と比較しロコモ度を維持で

きた群と低下した群に分け、それぞれの群における

2019年度、2020年度、2021年度の運動機能、日常生
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活、認知機能、精神面の変化を比較する、【３】

2021年度のコロナロコモ、コロナストレス、自覚的

な認知機能低下、SF-8TMを調査し、ロコモ度を維持

できた群と低下した群とで比較する、計３つの点に

ついて検討することを目的とし、コロナ禍において

運動機能低下をきたす高齢者の特徴について分析を

行った。2019年度は10月に対面式にて身体機能測定

会を開催し、調査を実施した。2020年度および2021

年度は紙面での調査とし、調査用紙を手渡しにて配

布し、後日回収した（2020年度：10月７日～ 11月

16日，2021年度：10月19日～ 11月30日）。いずれの

調査も自記式で行った。対象者には、身体機能測定

会に参加した初年度に、本研究の趣旨と目的につい

て口頭および文書配布にて説明し、同意書の記入を

もって対象者の同意を得た。本研究は神奈川県立保

健福祉大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施し

た（保大第71 − 20）。

３．調査項目

　2019年度から2021年度に継続して調査した項目

は、ロコモ25、基本チェックリスト、外出および運

動頻度であった。2021年度にはコロナフレイル、コ

ロナストレス、SF-8TMを追加して調査を行った。

　ロコモ25：日本整形外科学会では運動器障害によ

る要介護の状態や要介護リスクの高い状態を表す概

念としてロコモティブシンドローム（locomotive 

syndrome、運動器症候群；以下、ロコモ）を提唱

した。これは運動器の障害によって日常生活に制限

をきたし、立つ、歩くという移動機能の低下をきた

した状態を示す５）。ロコモは、「ロコモ度テスト」

により判定することができ、片脚または両脚で座っ

た姿勢から立ち上がれるかによってロコモ度を判定

する「立ち上がりテスト」、最大歩幅からロコモ度

を判定する「２ステップテスト」、身体の状態や生

活状況に関する25の質問からロコモ度を判定する

「ロコモ25」の３つのテストから構成される６）。今

回は、アンケートでも調査可能な「ロコモ25」を用

いてロコモ度を算出した。「ロコモ25」を採点し、

ロコモ度０は６点以下、ロコモ度１は７点以上、ロ

コモ度２は16点以上とした。

　基本チェックリスト：近い将来介護が必要となる

危険の高い高齢者（二次予防事業対象者）を抽出す

 
図 1 解析対象者 
 
  

図１　解析対象者
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るスクリーニング法として開発され、2006年の介護

保険制度改正の際に、介護予防把握事業の一部とし

て導入された７）。生活状態や心身の機能に関する25 

の質問に対して、「はい」か「いいえ」で回答する

自記式質問票である。日常生活関連動作の評価（#

１～５）、運動器の機能評価（#６～ 10）、低栄養

状態の評価（#11、12）、口腔機能評価（#13 ～

15）、閉じこもり評価（#16、17）、認知機能評価（#18

～ 20）、抑うつ気分の評価（#21 ～ 25）の７領域の

質問群から構成される。各質問の内容において、生

活機能への問題があると考えられる場合に点数が１

点加算され、得点が高いほど生活機能への問題があ

ると評価される。今回はロコモ25により運動機能を

評価したため、基本チェックリストでは日常生活や

精神機能に関わる項目に着目し、日常生活関連動作

の評価（# １～５）、低栄養状態の評価（#11、

12）、口腔機能評価（#13 ～ 15）、閉じこもり評価

（#16、17）、認知機能評価（#18 ～ 20）、抑うつ気

分の評価（#21 ～ 25）の６領域についてそれぞれ

点数を算出した。

　外出頻度：回答時点で、週に何日くらい外出する

かを質問した。その際、通勤、通院、買い物等、外

出の目的は問わないとした。回答は、「ほぼ毎日」、「週

４～５日」、「週２～３日」、「週１日」、「週に１日よ

り少ない」から一つを選択するよう指示した。なお、

高齢者の閉じこもりに関しては、明確な定義が無い

状況ではあるが、桧山らは高齢者の閉じこもりの概

念分析を行った結果、「加齢変化の影響を受けて移

動能力が低下し外出できないこと、あるいは、移動

能力はあるが本人の意思で外出しないことにより、

生活活動範囲が自宅に限定され、外出頻度が週１回

未満の状態」８）と定義している。このことから、本

研究においても、「週に１日より少ない」を選択し

た場合は閉じこもり傾向と判断し、閉じこもり傾向

に該当した人数を算出した。また、今回は週４日以

上の外出である高齢者を高頻度、週３日以下の外出

である高齢者を低頻度とし、それぞれの人数を算出

した。

　運動頻度：回答時点で、からだを動かす時間が１

日の合計で40分以上という日が週に何日くらいある

かを質問した。その際、仕事や家事、散歩、体操も

含めて良いとした。回答は、「ほぼ毎日」、「週４～

５日」、「週２～３日」、「週１日」、「週に１日より少

ない」から一つをするよう指示した。また、今回は

週４日以上の外出である高齢者を高頻度、週３日以

下の外出である高齢者を低頻度とし、それぞれの人

数を算出した。

　コロナロコモ：日本臨床整形外科学会によるコロ

ナ自粛後の身体変化に関するアンケート調査９・10）を

参考に、コロナ禍における運動器機能の変化をコロ

ナロコモとして、「つまずきやすくなった（静的バ

ランス制御能）」、「階段が昇りづらくなった（動的

バランス制御能）」、「速く歩けなくなった（動的バ

ランス制御能）」の３項目を調査した。

　コロナストレス：日本臨床整形外科学会によるコ

ロナ自粛後の身体変化に関するアンケート調査11・12）

を参考に、コロナ禍における体調の変化をコロナス

トレスとして、「体力がなくなった」、「疲れやすく

なった」、「気力がなくなった」の３項目を調査した。

　SF-8TM（Short Form-8）：日本でも広く使用され

ている健康関連QOL（HRQOL：Health Related 

Quality of Life）尺度であり、１）身体機能、２）

日常役割機能（身体）、３）体の痛み、４）全体的

健康感、５）活力、６）社会生活機能、７）日常役

割機能（精神）、８）心の健康、計８領域を測定す

ることができる尺度である13）。SF-8TMでは、８つの

下位項目それぞれに対する質問について、５～６段

階の選択肢で回答する。一般国民における得点分布

から算出された国民標準値（平均50、標準偏差10）

に基づいたスコアリング（norm-based scoring：

NBS）法によって得点化され、得点が高いほど

QOLが高いと判断する14）。８つの下位尺度をもとに

PCS（身体的QOL）、MCS（精神的QOL）として算

出した。

４．群分け

　2021年度時点でロコモ度が１以上であった対象者

は15名であり（ロコモ度１：14名、ロコモ度２：１

名）、該当者を低下群とした。一方でロコモ度０で

あった対象者は11名であり、該当者を維持群とした。

５．統計学的処理

　統計学的処理には SPSS statics 25（SPSS Japan 

Inc.）を使用し、有意水準は5%とした。コロナ禍に
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おける活動自粛により運動機能の低下をきたした地

域在住自立高齢者の特徴を明らかにするため、2019

年度時点でロコモ度０であった高齢者26名につい

て、低下群15名（2021年度時点でロコモ度が１以上）、

維持群11名（2021年度時点でロコモ度０）に群分け

した。両群の年齢、身長、体重、BMI、ロコモ度（ロ

コモ25）、基本チェックリスト（６領域）、外出およ

び運動頻度について、2019年の調査開始時における

ベースラインの比較を行い、両群の属性を比較した。

【１】�2019年度、2020年度、2021年度の運動機能、

日常生活、認知機能、精神面の変化の比較

　2019年度から2021年度までの調査結果から、ロコ

モ度（ロコモ25）、日常生活関連動作（基本チェッ

クリスト# １～５）、低栄養状態の評価（#11、

12）、口腔機能評価（#13 ～ 15）、閉じこもり（基

本チェックリスト#16、17）、認知機能（基本チェッ

クリスト#18 ～ 20）、抑うつ気分（基本チェックリ

スト#21 ～ 25）について、Friedman検定を用い

2019年度・2020年度・2021年度の３群における比較

を行った。外出頻度および運動頻度（高頻度もしく

は低頻度）は、Cochranの検定を用い2019年度・

2020年度・2021年度の３群における人数割合を比較

した。

【２】�低下群および維持群における2019年度、2020

年度、2021年度の運動機能、日常生活、認知

機能、精神面の変化の比較

　低下群および維持群において①同様に、ロコモ度

（ロコモ25）、日常生活関連動作（基本チェックリス

ト#１～５）、低栄養状態の評価（#11、12）、口腔

機能評価（#13 ～ 15）、閉じこもり（基本チェック

リスト#16、17）、認知機能（基本チェックリスト

#18 ～ 20）、抑うつ気分（基本チェックリスト#21

～ 25）について、Friedman検定を用い2019年度・

2020年度・2021年度の３群における比較を行った。

外出頻度および運動頻度（高頻度もしくは低頻度）

は、Cochranの検定を用い2019年度・2020年度・

2021年度の３群における人数割合を比較した。

【３】�2021年度のコロナロコモ、コロナストレス、

SF-8TMにおける低下群と維持群との比較

　2021年度におけるコロナロコモ、コロナストレス、

SF-8TMについて、低下群および維持群の２群間で比

較した。コロナロコモ、コロナストレスは該当人数

についてχ二乗検定を用いて比較し、SF-8TMはPCS

およびMCSの値についてMann-Whitney U 検定を

用いて比較した。

Ⅲ．結果

　低下群および維持群について、2019年の調査開始

時におけるベースラインの比較を行った（表１）。

その結果、2019年の調査開始時では両群で有意な差

を認めた項目は見られなかった。

【１】�2019年度、2020年度、2021年度の運動機能、

日常生活、認知機能、精神面の変化の比較（表

２）

　ロコモ度は2019年度に比べ、2020年度および2021

年度で有意に悪化した。2020年度と2021年度を比較

した結果、有意な差は認められず、低下した状態を

維持していた。日常生活関連動作は、2019年度に比

べ2021年度は有意に悪化した。閉じこもりは、2019

年度に比べ、2020年度および2021年度で有意に悪化

していた。2020年度と2021年度を比較した結果、有

意な差は認められず悪化した状態が継続していた

が、数値としては改善傾向であった。栄養、口腔機

能、認知機能、抑うつ気分は３年間で明らかな変化

が認められなかった。

　外出頻度では、３年間を通して「閉じこもり傾向」

に該当する対象者はいなかった。また、高頻度およ

び低頻度の人数割合は、３年間で明らかな変化が認

められなかった。運動頻度における高頻度および低

頻度の人数割合も、３年間で明らかな変化が認めら

れなかった。

【２】�低下群および維持群における2019年度、2020

年度、2021年度の運動機能、日常生活、認知

機能、精神面の変化の比較（表３）

　低下群は全体の傾向と同様の傾向を示した。低下

群におけるロコモ度は2019年度に比べ、2020年度お
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表 1 対象者の属性 
 

 
  

表 2 全体における３年間の変化 

 
 
 
  

表１　対象者の属性

表２　全体における３年間の変化

よび2021年度で有意に悪化した。2020年度と2021年

度を比較した結果、有意な差は認められず、低下し

た状態を維持していた。日常生活関連動作は、2019

年度に比べ2021年度は有意に悪化した。閉じこもり

は、2019年度に比べ、2020年度および2021年度で有

意に悪化していた。2020年度と2021年度を比較した

結果、有意な差は認められず悪化した状態が継続し

ていたが、数値としては改善傾向であった。栄養、

口腔機能、認知機能、抑うつ気分は３年間で明らか

な変化が認められなかった。外出頻度および運動頻

度における、高頻度および低頻度の人数割合も、３

年間で明らかな変化が認められなかった。

　一方で維持群は、すべての項目において、３年間

で明らかな変化が認められなかった。
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【３】�2021年度のコロナロコモ、コロナストレス、

SF-8TMにおける低下群と維持群との比較（表

４）

　コロナロコモ３項目について、低下群および維持

群における人数の割合を比較した結果、２群間に有

意な差は認められなかった。一方でコロナストレス

３項目は、すべての項目において、低下群は維持群

に比べて人数の割合が有意に多かった。

　SF-8TMより算出したPCSは、維持群に比べ低下群

は有意にスコアが低かった。一方でMCSは２群間

に有意な差は認められなかった。

Ⅳ．考察

　今回、コロナ禍における活動自粛により運動機能

の低下をきたした地域在住自立高齢者の特徴を明ら

かにするため、これまで実施した身体機能測定会か

ら得られた調査結果を分析した。2019年度の調査開

始時のベースラインでは、低下群および維持群を比

較した結果、有意な差を認めた項目は見られず、各

群の対象者の属性に明らかな違いはみられなかっ

た。しかし、2021年度は対象者の約６割に当たる15

名の高齢者でロコモ度の悪化がみられ、運動機能低

下をきたした。今回は３つの視点で分析を行ったた

め、それぞれ考察する。

【１】�2019年度、2020年度、2021年度の運動機能、

日常生活、認知機能、精神面の変化の比較

　３年間の調査項目を比較し、栄養、口腔機能、認

知機能、抑うつ気分、外出頻度および運動頻度は明

らかな変化が見られなかった。コロナ禍による活動

自粛中ではあったが、外出頻度および運動頻度は変

わらず維持できており、栄養、口腔機能、認知機能、

抑うつ気分も急激に悪化することなく維持できてい

ることが明らかとなった。

　一方で2019年度に比べ2020年度は、ロコモ25にお

表 3 低下群および維持群における３年間の変化 
 

 
 
  

表３　低下群および維持群における３年間の変化
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けるロコモ度、基本チェックリストにおける閉じこ

もりが有意に悪化した。これは2021年度も同じ傾向

であり、ロコモ度、閉じこもりの悪化は2021年度も

継続していることが分かった。また、2019年度に比

べ2021年度に基本チェックリストの日常生活関連動

作が有意に悪化していた。

　これらの結果から、今回対象とした健常高齢者は、

外出頻度および運動頻度が維持できているにもかか

わらず、基本チェックリストでは閉じこもりの悪化

が見られ、これはコロナ禍前の2019年度に比べ、外

出に関する活動自粛を自覚していた可能性がある。

しかしながら、基本チェックリストにおける閉じこ

もりの質問は、前年度と比較して外出の頻度を問う

ものであり、質問時の状況が年度によって異なった

可能性がある。2021年度はコロナ禍であったが、

2020年度と比較し制限が緩和したため、2020年度よ

りは外出が増えた可能性があり、条件が異なったこ

とによる影響を考慮する必要がある。

　2020年度・2021年度は、コロナ禍による活動制限

により運動機能低下や閉じこもりの傾向が継続し、

コロナ禍が継続し長期化したことによって、2021年

度は日常生活関連動作に支障をきたし始めている可

能性が示唆された。ただし、基本チェックリストに

おける日常生活関連動作の項目のうち、「友人の家

を訪ねていますか」は他の項目に比べて、コロナウ

イルスに対する感染対策の影響を大きく受けるもの

であり、運動機能低下が影響したかまでは今回の結

果のみでは明らかにすることが難しいことを考慮す

る必要がある。

　過去の調査結果では、基本チェックリストの各分

野の中で、特に要介護認定発生のオッズ比が高いの

は「うつ予防・支援の５項目を除く20項目」（基本

チェックリスト#１～ 20）であり、日常生活関連

動作の項目を含んでいることが、オッズ比が高く

なった一因と考えられると報告されている15）。この

ことからも、日常生活関連動作に支障をきたしてい

ることは要介護に移行する可能性が高いことが予想

される。また、今後、要介護に移行した際に、現状

で維持できている認知機能や抑うつ気分に変化が生

じるか注意する必要がある。

【２】�低下群および維持群における2019年度、2020

年度、2021年度の運動機能、日常生活、認知

機能、精神面の変化の比較

　低下群では、全体の傾向と同様に、コロナ禍によ

る活動制限により運動機能低下や閉じこもりの傾向

が強くなり、さらにコロナ禍が2021年度も継続し長

期化したことによって、日常生活関連動作に支障を

きたし始めている可能性が示唆された。

　一方で維持群では、各項目を３年間で比較した結

果、年によってわずかな変化はあったものの、すべ

ての項目において有意な差は認められなかった。こ

表 ４ 低下群および維持群におけるコロナロコモ，コロナストレス，SF-8TMの比較 

 

表４　低下群および維持群におけるコロナロコモ，コロナストレス，SF-8TMの比較
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のことから、コロナ禍による活動制限下であっても、

大きな影響を受けなかったと思われる。

　全体としてコロナ禍による活動制限により運動機

能低下や閉じこもりの兆候、さらにコロナ禍が長期

化したことによって、日常生活関連動作に支障をき

たした経過がみられたが、この傾向は特に低下群に

おいて生じていることが分かった。

　低下群および維持群ともに３年間で、認知機能、

抑うつ気分、外出頻度および運動頻度は明らかな変

化が見られなかった。コロナ禍による活動自粛中で

はあったが、外出頻度および運動頻度は変わらず維

持できており、認知機能、抑うつ気分も急激に悪化

することなく維持できていた。しかし、低下群では、

実際に週１回以上の外出はしているものの基本

チェックリストでは閉じこもりの傾向が見られ、こ

れは自覚的な外出頻度が減少している可能性が示唆

された。2020年度の新型コロナウイルス流行開始に

比べ、2021年度以降は新しい生活様式が提唱され、

感染対策の上で活動を再開する動きも少なくない。

しかしながら、低下群は2021年度も外出頻度の低下

を自覚している可能性がある。

　森田は、地域在住高齢者における基本チェックリ

ストの各領域が、３年後の転帰として新規要介護認

定や総死亡に関連するかを検討した。その結果、総

死亡にはが有意なリスク要因であったと報告してい

る16）。特に虚弱性の高い高齢期の人々が閉じこもり

がちな生活を送ることによって，その身体・心理社

会的機能がいっそう低下し，虚弱性が進行すること

はすでによく知られている17）。コロナ禍における活

動自粛の影響で、「閉じこもり」の傾向がある高齢

者は今後、身体・心理・社会的側面の健康水準が低

下する可能性がある。低下群の高齢者においては、

実際に外出日数は大きく変化していないが外出の減

少を自覚していることから、今後、実際に外出頻度

が減っていくのか経過に注意を払うとともに、健康

水準を維持するために外出のきっかけや意欲を持た

せることが重要であると考える。

【３】�2021年度のコロナロコモ、コロナストレス、

SF-8TMにおける低下群と維持群との比較

　2021年度にコロナロコモ、コロナストレス、

SF-8TMの調査をした結果、維持群に比べて低下群で

はコロナストレスを自覚した人数の割合が有意に多

かった。また、SF-8TMでは、維持群に比べ低下群で

はPCS（身体的QOL）が有意に低下しており、コロ

ナ禍において運動機能低下が見られた高齢者では身

体的QOLも低いことが分かった。

　桧山らは、「高齢者の閉じこもり」が起こる要因

として【高齢】で【加齢による身体的な機能の低下】

がある状態から、身体的な不調による外出制限につ

ながり【自己に対するネガティブな感情】を抱くこ

とから、他者との交流を阻害することで【希薄な社

会との関係性】が生まれていると考察している18）。

さらに、閉じこもりがもたらした結果として，【身

体機能の低下】、【精神機能の低下】、【社会とのつな

がりの減少】を挙げており、これらの身体・精神機

能の低下，社会とのつながりの減少がストレスの自

覚や身体的QOLの低下を引き起こすのではないか

と考える。江尻は、コロナ禍における高齢者のコー

ピング行動（自らの心身の健康を保つために何らか

の行動）について地域在住高齢者 720 名に対し調

査した。この報告によれば、コロナ禍におけるメン

タルヘルス指標は対象コホートにおける通常の経年

変化（±0.3点程度）より大きく、COVID-19 によ

るメンタルヘルスへの影響が深刻であることが示唆

された一方、ウォーキングを実施した者は実施しな

かった者よりメンタルヘルス指標の低下が抑制され

ていた19）。コロナ禍において、元気な高齢者であっ

てもメンタルヘルスは低下するものの、運動により

健康を保とうとしている高齢者が大多数であり、こ

れはコーピング行動としての効果も認められること

から、高齢者に対し身体活動や運動の推奨が重要で

あると言える。

　本研究において低下群では、基本チェックリスト

の閉じこもりの傾向があり、コロナストレスやPCS

の低下は外出のきっかけや意欲を損なう要因の一つ

となりうる。コロナ禍による活動自粛は、運動機能

の低下だけではなく、心理的側面の不調やQOLの

低下もきたし、 閉じこもりや日常生活関連動作能力

の低下に影響している可能性も示唆された。今後、

要介護状態への移行を防ぐために、ウォーキングな

ど外出や運動の機会を増やし、心理的側面の悪化を

防ぐことが有効ではないかと考える。

　本研究の限界として、まず、３年間の追跡が可能
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であった対象者が少なかったことが挙げられる。ま

た、2020年度・2021年度は対面式の身体機能測定会

が開催できず、アンケート調査とした。活動自粛の

詳細や、運動機能や精神機能を含めた心身機能に与

えた影響について、主観的な指標を用いた分析にと

どまっており、今後は感染対策を講じたうえで、対

面式での身体機能測定会を再開し、身体機能テスト

などの客観的評価も合わせて経過を見ていく必要が

ある。

Ⅴ．結論

　コロナ禍における活動自粛により運動機能の低下

をきたした地域在住自立高齢者の特徴を明らかにす

るため、これまで実施した身体機能測定会から得ら

れた調査結果を分析した。コロナ禍による活動自粛

中ではあったが、全体として外出頻度および運動頻

度は変わらず維持できており、認知機能、抑うつ気

分も急激に悪化することなく維持できていた。一方

で、2019年度に比べ2020年度は、ロコモ25における

ロコモ度、基本チェックリストにおける閉じこもり

が有意に悪化した。これは2021年度も同じ傾向であ

り、ロコモ度、閉じこもりの悪化は2021年度も継続

していることが分かった。また、2019年度に比べ

2021年度に基本チェックリストの日常生活関連動作

が有意に悪化していた。これらの結果から、今回対

象とした健常高齢者は、2019年度に比べ2020年度お

よび2021年度は外出に関する活動自粛の傾向があっ

たことが推測された。また、コロナ禍による活動制

限により運動機能低下や閉じこもりの傾向が強くな

り、さらにコロナ禍が2021年度も継続し長期化した

ことによって、日常生活関連動作に支障をきたし始

めている可能性が示唆された。

　全体の対象者を低下群、維持群に分けて分析した

結果、低下群は全体と同様の傾向を示したが、維持

群では年によってわずかな変化はあったものの全て

の項目において有意な差は認められなかった。この

ことから、コロナ禍による活動制限下であっても、

維持群は大きな影響を受けなかったと思われる。ま

た、2021年度にコロナロコモ、コロナストレス、

SF-8TMの調査をした結果、維持群に比べて低下群で

はコロナストレスを自覚した人数の割合が有意に多

かった。さらに、SF-8TMでは、維持群に比べ低下群

ではPCS（身体的QOL）が有意に低下しており、コ

ロナ禍において運動機能低下が見られた高齢者では

身体的QOLも低いことが分かった。コロナ禍によ

る活動自粛は、運動機能の低下だけではなく、心理

的側面の不調やQOLの低下もきたし、 閉じこもりや

日常生活関連動作能力の低下に影響している可能性

も示唆された。

謝辞

　本研究にご参加いただいた、よこすか海辺ニュー

タウン地区の高齢者の方々、本研究にご協力くだ

さった、地区社協の皆様および民生委員の皆様に深

く謝意を示します。

　本研究は地域貢献研究センター研究助成（2018年

度から2021年度まで）によって実施されました。ま

た、本稿は科研費（21K17412）の助成を受けた研

究成果の一部として実施されました。

文献

１）�飯島勝矢．5．フレイル健診　COVID-19 流行

の影響と対策：「コロナフレイル」への警鐘．

日本老年医学会雑誌　2021；58(2)：228-234．

２）�Yamada. M, Kimura. Y, Ishiyama. D, et at al. 

Effect of the COVID-19 epidemic on physical 

activity in community-dwelling older adults in 

Japan: A cross-sectional online survey. J Nutr 

Health Aging 2020; 24: 948-950.

３）（前掲書１）

４）（前掲書１）

５）�大江隆史 監，ロコモチャレンジ！推進協議会 

編：ロコモティブシンドロームビジュアルテキ

スト；東京：学研メディカル．2021；2-6．

６）�ロコモONLINE 日本整形外科学会 ロコモティ

ブシンドローム予防啓発公式サイト，https://

locomo-joa.jp/check/（2020年９月１日アクセ

ス）．

７）�佐竹昭介．基本チェックリストとフレイル．日

本老年医学会雑誌 2018；55：319-328．

８）�桧山美恵子，徳重あつ子，岩﨑幸恵．高齢者の



神奈川県立保健福祉大学誌　第20巻第１号（2023年）71 − 81

─ 81 ─

閉じこもりの概念分析．日本健康医学会雑誌 

2022；31(2)：170-180．

９）�二階堂元重．JCOAコロナ自粛後の身体変化に

関するアンケート調査結果ーコロナロコモとコ

ロナストレスー．https://www.jcoa.gr.jp/

aftercorona/aftercorona-anketkekka 20201110.

pdf （2021年３月１日アクセス）．

10）�二階堂元重．JCOA / SLOCコロナ自粛後身体

の変化に関するアンケート結果2021年（第２

報 ）．https : // jcoa .gr . jp/wp-content/

uploads/2021/08/2nd-corona-anket-houkoku.

pdf（2022年４月１日アクセス）．

11）（前掲書９）

12）（前掲書10）

13）�福原俊一，鈴鴨よしみ．SF-8日本語版マニュア

ル．Qualitest株式会社：京都．2004，2021．

14）（前掲書13）

15）�遠又靖丈，寳澤篤，大森（松田）芳，他．１年

間の要介護認定発生に対する基本チェックリス

トの予測妥当性の検証　大崎コホート2006研

究．日本公衆衛生雑誌 2011；58 ：(1)：3-13．

16）�森田泰裕，新井智之，渡辺修一郎．地域在住高

齢者の基本チェックリストの各領域と３年後の

転帰との関連─新規要介護認定と総死亡のリス

ク要因について─．理学療法科学 2021；36(4)：

553–560．

17）�河野あゆみ．地域力の可視化と高齢者ケア．日

本地域看護学会雑誌 2020；23(3)：47-54．

18）（前掲書８）

19）�江尻愛美．高齢者におけるCOVID-19禍の身体

活動とメンタルヘルス．ストレス科学研究 

2021；36：16-20．



コロナ禍における活動自粛が地域在住自立高齢者の心身機能に与えた影響

─ 82 ─


